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戦前の日本社会と
日本共産党
Prewar Japanese Society 
and the JCP1
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［ 1 ］

日本共産党は、わが国の進歩と変革の伝統を受けつぎ、

日本と世界の人民の解放闘争の高まりのなかで、1922 年

7 月 15 日、科学的社会主義を理論的な基礎とする政党と

して、創立された。

当時の日本は、世界の主要な独占資本主義国の一つに

なってはいたが、国を統治する全権限を天皇が握る専制政

治（絶対主義的天皇制）がしかれ、国民から権利と自由を

奪うとともに、農村では重い小作料で耕作農民をしめつけ

る半封建的な地主制度が支配し、独占資本主義も労働者の

無権利と過酷な搾取を特徴としていた。この体制のもと、

日本は、アジアで唯一の帝国主義国として、アジア諸国に

たいする侵略と戦争の道を進んでいた。

党は、この状況を打破して、まず平和で民主的な日本を

つくりあげる民主主義革命を実現することを当面の任務と

し、ついで社会主義革命に進むという方針のもとに活動し

た。

戦前の日本社会と日本共産党



［ 2 ］

党は、日本国民を無権利状態においてきた天皇制の専制

支配を倒し、主権在民、国民の自由と人権をかちとるため

にたたかった。

党は、半封建的な地主制度をなくし、土地を農民に解放

するためにたたかった。

党は、とりわけ過酷な搾取によって苦しめられていた労

働者階級の生活の根本的な改善、すべての勤労者、知識人、

女性、青年の権利と生活の向上のためにたたかった。

党は、進歩的、民主的、革命的な文化の創造と普及のた

めにたたかった。

党は、ロシア革命と中国革命にたいする日本帝国主義の

干渉戦争、中国にたいする侵略戦争に反対し、世界とアジ

アの平和のためにたたかった。

党は、日本帝国主義の植民地であった朝鮮、台湾の解放

と、アジアの植民地・半植民地諸民族の完全独立を支持し

てたたかった。
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［ 3 ］

日本帝国主義は、1931年、中国の東北部への侵略戦争

を、1937年には中国への全面侵略戦争を開始して、第二

次世界大戦に道を開く最初の侵略国家となった。1940年、

ヨーロッパにおけるドイツ、イタリアのファシズム国家と

軍事同盟を結成し、1941年には、中国侵略の戦争をアジア・

太平洋全域に拡大して、第二次世界大戦の推進者となった。

帝国主義戦争と天皇制権力の暴圧によって、国民は苦難

を強いられた。党の活動には重大な困難があり、つまずき

も起こったが、多くの日本共産党員は、迫害や投獄に屈す

ることなく、さまざまな裏切りともたたかい、党の旗を守っ

て活動した。このたたかいで少なからぬ党員が弾圧のため

生命を奪われた。

他のすべての政党が侵略と戦争、反動の流れに合流する

なかで、日本共産党が平和と民主主義の旗を掲げて不屈に

たたかい続けたことは、日本の平和と民主主義の事業に

とって不滅の意義をもった。
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侵略戦争は、2000 万人をこえるアジア諸国民と 300

万人をこえる日本国民の生命を奪った。この戦争のなかで、

沖縄は地上戦の戦場となり、日本本土も全土にわたる空襲

で多くの地方が焦土となった。1945年 8月には、アメリ

カ軍によって広島、長崎に世界最初の原爆が投下され、そ

の犠牲者は 20数万人にのぼり（同年末までの人数）、日

本国民は、核兵器の惨害をその歴史に刻み込んだ被爆国民

となった。

ファシズムと軍国主義の日独伊三国同盟が世界的に敗退

するなかで、1945年 8月、日本帝国主義は敗北し、日本

政府はポツダム宣言を受諾した。反ファッショ連合国によ

るこの宣言は、軍国主義の除去と民主主義の確立を基本的

な内容としたもので、日本の国民が進むべき道は、平和で

民主的な日本の実現にこそあることを示した。これは、党

が不屈に掲げてきた方針が基本的に正しかったことを、証

明したものであった。
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戦前の日本社会と日本共産党
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現在の日本社会の特質
Characteristics of
Postwar Japanese Society
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［ 4 ］

第二次世界大戦後の日本では、いくつかの大きな変化が

起こった。

第一は、日本が、独立国としての地位を失い、アメリカ

への事実上の従属国の立場になったことである。

敗戦後の日本は、反ファッショ連合国を代表するという

名目で、アメリカ軍の占領下におかれた。アメリカは、そ

の占領支配をやがて自分の単独支配に変え、さらに 1951

年に締結されたサンフランシスコ平和条約と日米安保条約

では、沖縄の占領支配を継続するとともに、日本本土にお

いても、占領下に各地につくった米軍基地の主要部分を存

続させ、アメリカの世界戦略の半永久的な前線基地という

役割を日本に押しつけた。日米安保条約は、1960 年に改

定されたが、それは、日本の従属的な地位を改善するどこ

ろか、基地貸与条約という性格にくわえ、有事のさいに米

軍と共同して戦う日米共同作戦条項や日米経済協力の条項

などを新しい柱として盛り込み、日本をアメリカの戦争に

まきこむ対米従属的な軍事同盟条約に改悪・強化したもの

であった。

現在の日本社会の特質



第二は、日本の政治制度における、天皇絶対の専制政治

から、主権在民を原則とする民主政治への変化である。こ

の変化を代表したのは、1947年に施行された日本国憲法

である。この憲法は、主権在民、戦争の放棄、国民の基本

的人権、国権の最高機関としての国会の地位、地方自治な

ど、民主政治の柱となる一連の民主的平和的な条項を定め

た。形を変えて天皇制の存続を認めた天皇条項は、民主主

義の徹底に逆行する弱点を残したものだったが、そこでも、

天皇は「国政に関する権能を有しない」ことなどの制限条

項が明記された。

この変化によって、日本の政治史上はじめて、国民の多

数の意思にもとづき、国会を通じて、社会の進歩と変革を

進めるという道すじが、制度面で準備されることになった。
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第三は、戦前、天皇制の専制政治とともに、日本社会の

半封建的な性格の根深い根源となっていた半封建的な地主

制度が、農地改革によって、基本的に解体されたことであ

る。このことは、日本独占資本主義に、その発展のより近

代的な条件を与え、戦後の急成長を促進する要因の一つと

なった。

日本は、これらの条件のもとで、世界の独占資本主義国

の一つとして、大きな経済的発展をとげた。しかし、経済

的な高成長にもかかわらず、アメリカにたいする従属的な

同盟という対米関係の基本は変わらなかった。
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［ 5 ］

わが国は、高度に発達した資本主義国でありながら、国

土や軍事などの重要な部分をアメリカに握られた事実上の

従属国となっている。

わが国には、戦争直後の全面占領の時期につくられたア

メリカ軍事基地の大きな部分が、半世紀を経ていまだに全

国に配備され続けている。なかでも、敗戦直後に日本本土

から切り離されて米軍の占領下におかれ、サンフランシス

コ平和条約でも占領支配の継続が規定された沖縄は、アジ

ア最大の軍事基地とされている。沖縄県民を先頭にした国

民的なたたかいのなかで、1972年、施政権返還がかちと

られたが、米軍基地の実態は基本的に変わらず、沖縄県民

は、米軍基地のただなかでの生活を余儀なくされている。

アメリカ軍は、わが国の領空、領海をほしいままに踏みに

じっており、広島、長崎、ビキニと、国民が三たび核兵器

の犠牲とされた日本に、国民に隠して核兵器持ち込みの「核

密約」さえ押しつけている。

日本の自衛隊は、事実上アメリカ軍の掌握と指揮のもと

におかれており、アメリカの世界戦略の一翼を担わされて

いる。
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アメリカは、日本の軍事や外交に、依然として重要な支

配力をもち、経済面でもつねに大きな発言権を行使してい

る。日本の政府代表は、国連その他国際政治の舞台で、し

ばしばアメリカ政府の代弁者の役割を果たしている。

日本とアメリカとの関係は、対等・平等の同盟関係では

決してない。日本の現状は、発達した資本主義諸国のあい

だではもちろん、植民地支配が過去のものとなった今日の

世界の国際関係のなかで、きわめて異常な国家的な対米従

属の状態にある。アメリカの対日支配は、明らかに、アメ

リカの世界戦略とアメリカ独占資本主義の利益のために、

日本の主権と独立を踏みにじる帝国主義的な性格のもので

ある。

現在の日本社会の特質



［ 6 ］

日本独占資本主義は、戦後の情勢のもとで、対米従属的

な国家独占資本主義として発展し、国民総生産では、早い

時期にすべてのヨーロッパ諸国を抜き、アメリカに次ぐ地

位に到達するまでになった。その中心をなす少数の大企業

は、大きな富をその手に集中して、巨大化と多国籍企業化

の道を進むとともに、日本政府をその強い影響のもとに置

き、国家機構の全体を自分たちの階級的利益の実現のため

に最大限に活用してきた。国内的には、大企業・財界が、

アメリカの対日支配と結びついて、日本と国民を支配する

中心勢力の地位を占めている。

大企業・財界の横暴な支配のもと、国民の生活と権利に

かかわる多くの分野で、ヨーロッパなどで常識となってい

るルールがいまだに確立していないことは、日本社会の重

大な弱点となっている。労働者は、過労死さえもたらす長

時間・過密労働や著しく差別的な不安定雇用に苦しみ、多

くの企業で「サービス残業」という違法の搾取方式までが

常態化している。雇用保障でも、ヨーロッパのような解雇

規制の立法も存在しない。
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女性差別の面でも、国際条約に反するおくれた実態が、

社会生活の各分野に残って、国際的な批判を受けている。

公権力による人権の侵害をはじめ、さまざまな分野での国

民の基本的人権の抑圧も、重大な状態を残している。

日本の工業や商業に大きな比重を占め、日本経済に不可

欠の役割を担う中小企業は、大企業との取り引き関係でも、

金融面、税制面、行政面でも、不公正な差別と抑圧を押し

つけられ、不断の経営悪化に苦しんでいる。農業は、自立

的な発展に必要な保障を与えられないまま、「貿易自由化」

の嵐にさらされ、食料自給率が発達した資本主義国で最低

の水準に落ち込み、農業復興の前途を見いだしえない状況

が続いている。

国民全体の生命と健康にかかわる環境問題でも、大企業

を中心とする利潤第一の生産と開発の政策は、自然と生活

環境の破壊を全国的な規模で引き起こしている。

日本政府は、大企業・財界を代弁して、大企業の利益優

先の経済・財政政策を続けてきた。日本の財政支出の大き

な部分が大型公共事業など大企業中心の支出と軍事費とに

向けられ、社会保障への公的支出が発達した資本主義国の

なかで最低水準にとどまるという「逆立ち」財政は、その

典型的な現われである。

現在の日本社会の特質
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その根底には、反動政治家や特権官僚と一部大企業との

腐敗した癒着・結合がある。絶えることのない汚職・買収・

腐敗の連鎖は、日本独占資本主義と反動政治の腐朽の底深

さを表わしている。

日本経済にたいするアメリカの介入は、これまでもしば

しば日本政府の経済政策に誤った方向づけを与え、日本経

済の危機と矛盾の大きな要因となってきた。「グローバル

化（地球規模化）」の名のもとに、アメリカ式の経営モデ

ルや経済モデルを外から強引に持ち込もうとする企ては、

日本経済の前途にとって、いちだんと有害で危険なものと

なっている。

これらすべてによって、日本経済はとくに基盤の弱いも

のとなっており、21世紀の世界資本主義の激動する情勢

のもとで、日本独占資本主義の前途には、とりわけ激しい

矛盾と危機が予想される。

日本独占資本主義と日本政府は、アメリカの目したの同

盟者としての役割を、軍事、外交、経済のあらゆる面で積

極的、能動的に果たしつつ、アメリカの世界戦略に日本を

より深く結びつける形で、自分自身の海外での活動を拡大

しようとしている。
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軍事面でも、日本政府は、アメリカの戦争計画の一翼を

担いながら、自衛隊の海外派兵の範囲と水準を一歩一歩拡

大し、海外派兵を既成事実化するとともに、それをテコに

有事立法や集団的自衛権行使への踏み込み、憲法改悪など、

軍国主義復活の動きを推進する方向に立っている。軍国主

義復活をめざす政策と行動は、アメリカの先制攻撃戦略と

結びついて展開され、アジア諸国民との対立を引き起こし

ており、アメリカの前線基地の役割とあわせて、日本を、

アジアにおける軍事的緊張の危険な震源地の一つとしてい

る。

対米従属と大企業・財界の横暴な支配を最大の特質とす

るこの体制は、日本国民の根本的な利益とのあいだに解決

できない多くの矛盾をもっている。その矛盾は、21世紀

を迎えて、ますます重大で深刻なものとなりつつある。

現在の日本社会の特質
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21世紀の世界3 The World
in the 21st Century
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［ 7 ］

20 世紀は、独占資本主義、帝国主義の世界支配をもっ

て始まった。この世紀のあいだに、人類社会は、2 回の世

界大戦、ファシズムと軍国主義、一連の侵略戦争など、世

界的な惨禍を経験したが、諸国民の努力と苦闘を通じて、

それらを乗り越え、人類史の上でも画期をなす巨大な変化

が進行した。

多くの民族を抑圧の鎖のもとにおいた植民地体制は完全

に崩壊し、民族の自決権は公認の世界的な原理という地位

を獲得し、100 を超える国ぐにが新たに政治的独立をか

ちとって主権国家となった。これらの国ぐにを主要な構成

国とする非同盟諸国会議は、国際政治の舞台で、平和と民

族自決の世界をめざす重要な力となっている。

国民主権の民主主義の流れは、世界の大多数の国ぐにで

政治の原則となり、世界政治の主流となりつつある。人権

の問題では、自由権とともに、社会権の豊かな発展のもと

で、国際的な人権保障の基準がつくられてきた。人権を擁

護し発展させることは国際的な課題となっている。

21世紀の世界
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国際連合の設立とともに、戦争の違法化が世界史の発展

方向として明確にされ、戦争を未然に防止する平和の国際

秩序の建設が世界的な目標として提起された。20 世紀の

諸経験、なかでも侵略戦争やその企てとのたたかいを通じ

て、平和の国際秩序を現実に確立することが、世界諸国民

のいよいよ緊急切実な課題となりつつある。

これらの巨大な変化のなかでも、植民地体制の崩壊は最

大の変化であり、それは世界の構造を大きく変え、民主主

義と人権、平和の国際秩序の発展を促進した。

［ 8 ］

1917 年にロシアで十月社会主義革命が起こり、第二次

世界大戦後には、アジア、東ヨーロッパ、ラテンアメリカ

の一連の国ぐにが、資本主義からの離脱の道に踏み出した。

最初に社会主義への道に踏み出したソ連では、レーニン

が指導した最初の段階においては、おくれた社会経済状態

からの出発という制約にもかかわらず、また、少なくない

試行錯誤をともないながら、真剣に社会主義をめざす一連

の積極的努力が記録された。とりわけ民族自決権の完全な

承認を対外政策の根本にすえたことは、世界の植民地体制

の崩壊を促すものとなった。
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しかし、レーニン死後、スターリンをはじめとする歴代

指導部は、社会主義の原則を投げ捨てて、対外的には、他

民族への侵略と抑圧という覇権主義の道、国内的には、国

民から自由と民主主義を奪い、勤労人民を抑圧する官僚主

義・専制主義の道を進んだ。「社会主義」の看板を掲げて

おこなわれただけに、これらの誤りが世界の平和と社会進

歩の運動に与えた否定的影響は、とりわけ重大であった。

日本共産党は、科学的社会主義を擁護する自主独立の党

として、日本の平和と社会進歩の運動にたいするソ連覇権

主義の干渉にたいしても、チェコスロバキアやアフガニス

タンにたいするソ連の武力侵略にたいしても、断固として

たたかいぬいた。

ソ連とそれに従属してきた東ヨーロッパ諸国で 1989

～ 91年に起こった支配体制の崩壊は、社会主義の失敗で

はなく、社会主義の道から離れ去った覇権主義と官僚主義・

専制主義の破産であった。これらの国ぐにでは、革命の出

発点においては、社会主義をめざすという目標が掲げられ

たが、指導部が誤った道を進んだ結果、社会の実態として

は、社会主義とは無縁な人間抑圧型の社会として、その解

体を迎えた。
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ソ連覇権主義という歴史的な巨悪の崩壊は、大局的な視

野で見れば、世界の平和と社会進歩の流れを発展させる新

たな契機となった。それは、世界の革命運動の健全な発展

への新しい可能性を開く意義をもった。

［ 9 ］

植民地体制の崩壊と 100 を超える主権国家の誕生とい

う、20 世紀に起こった世界の構造変化は、21 世紀の今日、

平和と社会進歩を促進する生きた力を発揮しはじめている。

一握りの大国が世界政治を思いのままに動かしていた時

代は終わり、世界のすべての国ぐにが、対等・平等の資格

で、世界政治の主人公になる新しい時代が開かれつつある。

諸政府とともに市民社会が、国際政治の構成員として大き

な役割を果たしていることは、新しい特徴である。

「ノーモア・ヒロシマ、ナガサキ（広島・長崎をくりか

えすな）」という被爆者の声、核兵器廃絶を求める世界と

日本の声は、国際政治を大きく動かし、人類史上初めて核

兵器を違法化する核兵器禁止条約が成立した。核兵器を軍

事戦略の柱にすえて独占体制を強化し続ける核兵器固執勢

力のたくらみは根づよいが、この逆流は、「核兵器のない

世界」をめざす諸政府、市民社会によって、追い詰められ、

孤立しつつある。
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東南アジアやラテンアメリカで、平和の地域協力の流れ

が形成され、困難や曲折を経ながらも発展している。これ

らの地域が、紛争の平和的解決をはかり、大国の支配に反

対して自主性を貫き、非核地帯条約を結び核兵器廃絶の世

界的な源泉になっていることは、注目される。とくに、東

南アジア諸国連合（ASEAN）が、紛争の平和的解決を掲

げた条約を土台に、平和の地域共同体をつくりあげ、この

流れをアジア・太平洋地域に広げていることは、世界の平

和秩序への貢献となっている。

20世紀中頃につくられた国際的な人権保障の基準を土

台に、女性、子ども、障害者、少数者、移住労働者、先住

民などへの差別をなくし、その尊厳を保障する国際規範が

発展している。ジェンダー平等を求める国際的潮流が大き

く発展し、経済的・社会的差別をなくすこととともに、女

性にたいするあらゆる形態の暴力を撤廃することが国際社

会の課題となっている。

21世紀の世界
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［ 10 ］

巨大に発達した生産力を制御できないという資本主義の

矛盾は、現在、広範な人民諸階層の状態の悪化、貧富の格

差の拡大、くりかえす不況と大量失業、国境を越えた金融

投機の横行、環境条件の地球的規模での破壊、植民地支配

の負の遺産の重大さ、アジア・中東・アフリカ・ラテンア

メリカの国ぐにでの貧困など、かつてない大きな規模と鋭

さをもって現われている。

とりわけ、貧富の格差の世界的規模での空前の拡大、地

球的規模でさまざまな災厄をもたらしつつある気候変動

は、資本主義体制が 21 世紀に生き残る資格を問う問題と

なっており、その是正・抑制を求める諸国民のたたかいは、

人類の未来にとって死活的意義をもつ。

世界のさまざまな地域での軍事同盟体制の強化や、各種

の紛争で武力解決を優先させようとする企て、国際テロリ

ズムの横行、排外主義の台頭などは、緊張を激化させ、平

和を脅かす要因となっている。

なかでも、アメリカが、アメリカ一国の利益を世界平和

の利益と国際秩序の上に置き、国連をも無視して他国にた

いする先制攻撃戦略をもち、それを実行するなど、軍事的

覇権主義に固執していることは、重大である。アメリカは、
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地球的規模で軍事基地をはりめぐらし、世界のどこにたい

しても介入、攻撃する態勢を取り続けている。そこには、

独占資本主義に特有の帝国主義的侵略性が、むきだしの形

で現われている。これらの政策と行動は、諸国民の独立と

自由の原則とも、国連憲章の諸原則とも両立できない、あ

からさまな覇権主義、帝国主義の政策と行動である。

いま、アメリカ帝国主義は、世界の平和と安全、諸国民

の主権と独立にとって最大の脅威となっている。

その覇権主義、帝国主義の政策と行動は、アメリカと他

の独占資本主義諸国とのあいだにも矛盾や対立を引き起こ

している。また、経済の「グローバル化」を名目に世界の

各国をアメリカ中心の経済秩序に組み込もうとする経済的

覇権主義も、世界の経済に重大な混乱をもたらしている。

軍事的覇権主義を本質としつつも、世界の構造変化のも

とで、アメリカの行動に、国際問題を外交交渉によって解

決するという側面が現われていることは、注目すべきであ

る。

いくつかの大国で強まっている大国主義・覇権主義は、

世界の平和と進歩への逆流となっている。アメリカと他の

台頭する大国との覇権争いが激化し、世界と地域に新たな

緊張をつくりだしていることは、重大である。

21世紀の世界
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［ 11 ］

この情勢のなかで、いかなる覇権主義にも反対し、平和

の国際秩序を守る闘争、核兵器の廃絶をめざす闘争、軍事

同盟に反対する闘争、諸民族の自決権を徹底して尊重しそ

の侵害を許さない闘争、民主主義と人権を擁護し発展させ

る闘争、各国の経済主権の尊重のうえに立った民主的な国

際経済秩序を確立するための闘争、気候変動を抑制し地球

環境を守る闘争が、いよいよ重大な意義をもってきている。

平和と進歩をめざす勢力が、それぞれの国でも、また国

際的にも、正しい前進と連帯をはかることが重要である。

日本共産党は、労働者階級をはじめ、独立、平和、民主

主義、社会進歩のためにたたかう世界のすべての人民と連

帯し、人類の進歩のための闘争を支持する。
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なかでも、国連憲章にもとづく平和の国際秩序か、独立

と主権を侵害する覇権主義的な国際秩序かの選択が、問わ

れている。日本共産党は、どんな国であれ覇権主義的な干

渉、戦争、抑圧、支配を許さず、平和の国際秩序を築き、

核兵器のない世界、軍事同盟のない世界を実現するための

国際的連帯を、世界に広げるために力をつくす。

世界史の進行には、多くの波乱や曲折、ときには一時的

な、あるいはかなり長期にわたる逆行もあるが、帝国主義・

資本主義を乗り越え、社会主義に前進することは、大局的

には歴史の不可避的な発展方向である。

21世紀の世界
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［ 12 ］

現在、日本社会が必要としている変革は、社会主義革命

ではなく、異常な対米従属と大企業・財界の横暴な支配の

打破――日本の真の独立の確保と政治・経済・社会の民主

主義的な改革の実現を内容とする民主主義革命である。そ

れらは、資本主義の枠内で可能な民主的改革であるが、日

本の独占資本主義と対米従属の体制を代表する勢力から、

日本国民の利益を代表する勢力の手に国の権力を移すこと

によってこそ、その本格的な実現に進むことができる。こ

の民主的改革を達成することは、当面する国民的な苦難を

解決し、国民大多数の根本的な利益にこたえる独立・民主・

平和の日本に道を開くものである。

［ 13 ］

現在、日本社会が必要とする民主的改革の主要な内容は、

次のとおりである。

〔 国の独立・安全保障・外交の分野で 〕

1
日米安保条約を、条約第 10 条の手続き（アメリカ政府へ

の通告）によって廃棄し、アメリカ軍とその軍事基地を撤

退させる。対等平等の立場にもとづく日米友好条約を結ぶ。
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経済面でも、アメリカによる不当な介入を許さず、金融・

為替・貿易を含むあらゆる分野で自主性を確立する。

2
主権回復後の日本は、いかなる軍事同盟にも参加せず、す

べての国と友好関係を結ぶ平和・中立・非同盟の道を進み、

非同盟諸国会議に参加する。

3
自衛隊については、海外派兵立法をやめ、軍縮の措置をと

る。安保条約廃棄後のアジア情勢の新しい展開を踏まえつ

つ、国民の合意での憲法第9条の完全実施（自衛隊の解消）

に向かっての前進をはかる。

4
新しい日本は、次の基本点にたって、平和外交を展開する。

―日本が過去におこなった侵略戦争と植民地支配の反省

を踏まえ、アジア諸国との友好・交流を重視する。紛争の

平和的解決を原則とした平和の地域協力の枠組みを北東ア

ジアに築く。

―国連憲章に規定された平和の国際秩序を擁護し、この

秩序を侵犯・破壊するいかなる覇権主義的な企てにも反対

する。
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―人類の死活にかかわる核戦争の防止と核兵器の廃絶、

各国人民の民族自決権の擁護、全般的軍縮とすべての軍事

同盟の解体、外国軍事基地の撤去をめざす。

―一般市民を犠牲にする無差別テロにも報復戦争にも反

対し、テロの根絶のための国際的な世論と共同行動を発展

させる。

―日本の歴史的領土である千島列島と歯舞群島・色丹島

の返還をめざす。

―多国籍企業の無責任な活動を規制し、地球環境を保護

するとともに、一部の大国の経済的覇権主義をおさえ、す

べての国の経済主権の尊重および平等・公平を基礎とする

民主的な国際経済秩序の確立をめざす。

―紛争の平和解決、災害、難民、貧困、飢餓などの人道

問題にたいして、非軍事的な手段による国際的な支援活動

を積極的におこなう。

―社会制度の異なる諸国の平和共存および異なる価値観

をもった諸文明間の対話と共存の関係の

確立に力をつくす。
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〔 憲法と民主主義の分野で 〕

1
現行憲法の前文をふくむ全条項をまもり、とくに平和的民

主的諸条項の完全実施をめざす。

2
国会を名実ともに最高機関とする議会制民主主義の体制、

反対党を含む複数政党制、選挙で多数を得た政党または政

党連合が政権を担当する政権交代制は、当然堅持する。

3
選挙制度、行政機構、司法制度などは、憲法の主権在民と

平和の精神にたって、改革を進める。

4
地方政治では「住民が主人公」を貫き、住民の利益への奉

仕を最優先の課題とする地方自治を確立する。

5
国民の基本的人権を制限・抑圧するあらゆる企てを排除

し、社会的経済的諸条件の変化に対応する人権の充実をは

かる。労働基本権を全面的に擁護する。企業の内部を含め、

社会生活の各分野で、思想・信条の違いによる差別を一掃

する。
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6
ジェンダー平等社会をつくる。男女の平等、同権をあらゆ

る分野で擁護し、保障する。女性の独立した人格を尊重し、

女性の社会的、法的な地位を高める。女性の社会的進出・

貢献を妨げている障害を取り除く。性的指向と性自認を理

由とする差別をなくす。

7
教育では、憲法の平和と民主主義の理念を生かした教育制

度・行政の改革をおこない、各段階での教育諸条件の向上

と教育内容の充実につとめる。

8
文化各分野の積極的な伝統を受けつぎ、科学、技術、文化、

芸術、スポーツなどの多面的な発展をはかる。学問・研究

と文化活動の自由をまもる。

9
信教の自由を擁護し、政教分離の原則の徹底をはかる。

10
汚職・腐敗・利権の政治を根絶する

ために、企業・団体献金を禁止する。

民主主義革命と民主連合政府
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11
天皇条項については、「国政に関する権能を有しない」な

どの制限規定の厳格な実施を重視し、天皇の政治利用をは

じめ、憲法の条項と精神からの逸脱を是正する。

党は、一人の個人が世襲で「国民統合」の象徴となるとい

う現制度は、民主主義および人間の平等の原則と両立する

ものではなく、国民主権の原則の首尾一貫した展開のため

には、民主共和制の政治体制の実現をはかるべきだとの立

場に立つ。天皇の制度は憲法上の制度であり、その存廃は、

将来、情勢が熟したときに、国民の総意によって解決され

るべきものである。

〔 経済的民主主義の分野で 〕

1
「ルールなき資本主義」の現状を打破し、労働者の長時間

労働や一方的解雇の規制を含め、ヨーロッパの主要資本主

義諸国や国際条約などの到達点も踏まえつつ、国民の生活

と権利を守る「ルールある経済社会」をつくる。

2
大企業にたいする民主的規制を主な手段として、その横暴

な経済支配をおさえる。民主的規制を通じて、労働者や消

費者、中小企業と地域経済、環境にたいする社会的責任を

大企業に果たさせ、国民の生活と権利を守るルールづくり
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を促進するとともに、つりあいのとれた経済の発展をはか

る。経済活動や軍事基地などによる環境破壊と公害に反対

し、自然保護と環境保全のための規制措置を強化する。

3
食料自給率の向上、安全・安心な食料の確保、国土の保全

など多面的機能を重視し、農林水産政策の根本的な転換を

はかる。国の産業政策のなかで、農業を基幹的な生産部門

として位置づける。

4
原子力発電所は廃止し、核燃料サイクルから撤退し、「原

発ゼロの日本」をつくる。気候変動から人類の未来を守る

ため早期に「温室効果ガス排出量実質ゼロ」を実現する。

環境とエネルギー自給率の引き上げを重視し、再生可能エ

ネルギーへの抜本的転換をはかる。

5
国民各層の生活を支える基本的制度として、社会保障制度

の総合的な充実と確立をはかる。子どもの健康と福祉、子

育ての援助のための社会施設と措置の確立を重視する。日

本社会として、少子化傾向の克服に力をそそぐ。

民主主義革命と民主連合政府
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6
国の予算で、むだな大型公共事業をはじめ、大企業・大銀

行本位の支出や軍事費を優先させている現状をあらため、

国民のくらしと社会保障に重点をおいた財政・経済の運営

をめざす。大企業・大資産家優遇の税制をあらため、負担

能力に応じた負担という原則にたった税制と社会保障制度

の確立をめざす。

7
すべての国ぐにとの平等・互恵の経済関係を促進し、南北

問題や地球環境問題など、世界的規模の問題の解決への積

極的な貢献をはかる。

［ 14 ］

民主主義的な変革は、労働者、勤労市民、農漁民、中小

企業家、知識人、女性、青年、学生など、独立、民主主

義、平和、生活向上を求めるすべての人びとを結集した統

一戦線によって、実現される。統一戦線は、反動的党派と

たたかいながら、民主的党派、各分野の諸団体、民主的な

人びととの共同と団結をかためることによってつくりあげ

られ、成長・発展する。当面のさしせまった任務にもとづ

く共同と団結は、世界観や歴史観、宗教的信条の違いをこ

えて、推進されなければならない。
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日本共産党は、国民的な共同と団結をめざすこの運動

で、先頭にたって推進する役割を果たさなければならな

い。日本共産党が、高い政治的、理論的な力量と、労働者

をはじめ国民諸階層と広く深く結びついた強大な組織力を

もって発展することは、統一戦線の発展のための決定的な

条件となる。

日本共産党と統一戦線の勢力が、積極的に国会の議席を

占め、国会外の運動と結びついてたたかうことは、国民の

要求の実現にとっても、また変革の事業の前進にとって

も、重要である。

日本共産党と統一戦線の勢力が、国民多数の支持を得

て、国会で安定した過半数を占めるならば、統一戦線の政

府・民主連合政府をつくることができる。日本共産党は、

「国民が主人公」を一貫した信条として活動してきた政党

として、国会の多数の支持を得て民主連合政府をつくるた

めに奮闘する。

統一戦線の発展の過程では、民主的改革の内容の主要点

のすべてではないが、いくつかの目標では一致し、その一

致点にもとづく統一戦線の条件が生まれるという場合も起

こりうる。党は、その場合でも、その共同が国民の利益に

こたえ、現在の反動支配を打破してゆくのに役立つかぎ

り、さしあたって一致できる目標の範囲で統一戦線を形成

し、統一戦線の政府をつくるために力をつくす。

民主主義革命と民主連合政府
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また、全国各地で革新・民主の自治体を確立することは、

その地方・地域の住民の要求実現の柱となると同時に、国

政における民主的革新的な流れを前進させるうえでも、重

要な力となる。

民主連合政府の樹立は、国民多数の支持にもとづき、独

占資本主義と対米従属の体制を代表する支配勢力の妨害や

抵抗を打ち破るたたかいを通じて達成できる。対日支配の

存続に固執するアメリカの支配勢力の妨害の動きも、もち

ろん、軽視することはできない。

このたたかいは、政府の樹立をもって終わるものではな

い。引き続く前進のなかで、民主勢力の統一と国民的なた

たかいを基礎に、統一戦線の政府が国の機構の全体を名実

ともに掌握し、行政の諸機構が新しい国民的な諸政策の担

い手となることが、重要な意義をもってくる。

民主連合政府は、労働者、勤労市民、農漁民、中小企業

家、知識人、女性、青年、学生など国民諸階層・諸団体の

民主連合に基盤をおき、日本の真の独立の回復と民主主義

的変革を実行することによって、日本の新しい進路を開く

任務をもった政権である。

40



［ 15 ］

民主主義的変革によって独立・民主・平和の日本が実現

することは、日本国民の歴史の根本的な転換点となる。日

本は、アメリカへの事実上の従属国の地位から抜け出し、

日本国民は、真の主権を回復するとともに、国内的にも、

はじめて国の主人公となる。民主的な改革によって、日本

は、戦争や軍事的緊張の根源であることをやめ、アジアと

世界の平和の強固な礎の一つに変わり、日本国民の活力を

生かした政治的・経済的・文化的な新しい発展の道がひら

かれる。日本の進路の民主的、平和的な転換は、アジアに

おける平和秩序の形成の上でも大きな役割を担い、21 世

紀におけるアジアと世界の情勢の発展にとって、重大な転

換点の一つとなりうるものである。

民主主義革命と民主連合政府
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For a Socialist /
Communist Society5 社会主義・共産主義の
社会をめざして

42



43

［ 16 ］

日本の社会発展の次の段階では、資本主義を乗り越え、

社会主義・共産主義の社会への前進をはかる社会主義的変

革が、課題となる。

社会主義的変革の中心は、主要な生産手段の所有・管理・

運営を社会の手に移す生産手段の社会化である。社会化の

対象となるのは生産手段だけで、生活手段については、こ

の社会の発展のあらゆる段階を通じて、私有財産が保障さ

れる。

生産手段の社会化は、人間による人間の搾取を廃止し、

すべての人間の生活を向上させ、社会から貧困をなくすと

ともに、労働時間の抜本的な短縮を可能にし、社会のすべ

ての構成員の人間的発達を保障する土台をつくりだす。

生産手段の社会化は、生産と経済の推進力を資本の利潤

追求から社会および社会の構成員の物質的精神的な生活の

発展に移し、経済の計画的な運営によって、くりかえしの

不況を取り除き、環境破壊や社会的格差の拡大などへの有

効な規制を可能にする。

社会主義・共産主義の社会をめざして



生産手段の社会化は、経済を利潤第一主義の狭い枠組み

から解放することによって、人間社会を支える物質的生産

力の新たな飛躍的な発展の条件をつくりだす。

社会主義・共産主義の日本では、民主主義と自由の成果

をはじめ、資本主義時代の価値ある成果のすべてが、受け

つがれ、いっそう発展させられる。「搾取の自由」は制限

され、改革の前進のなかで廃止をめざす。搾取の廃止によっ

て、人間が、ほんとうの意味で、社会の主人公となる道が

開かれ、「国民が主人公」という民主主義の理念は、政治・

経済・文化・社会の全体にわたって、社会的な現実となる。

さまざまな思想・信条の自由、反対政党を含む政治活動

の自由は厳格に保障される。「社会主義」の名のもとに、

特定の政党に「指導」政党としての特権を与えたり、特定

の世界観を「国定の哲学」と意義づけたりすることは、日

本における社会主義の道とは無縁であり、きびしくしりぞ

けられる。

社会主義・共産主義の社会がさらに高度な発展をとげ、

搾取や抑圧を知らない世代が多数を占めるようになったと

き、原則としていっさいの強制のない、国家権力そのもの

が不必要になる社会、人間による人間の搾取もなく、抑圧

も戦争もない、真に平等で自由な人間関係からなる共同社

会への本格的な展望が開かれる。
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人類は、こうして、本当の意味で人間的な生存と生活の

諸条件をかちとり、人類史の新しい発展段階に足を踏み出

すことになる。

［ 17 ］

社会主義的変革は、短期間に一挙におこなわれるもので

はなく、国民の合意のもと、一歩一歩の段階的な前進を必

要とする長期の過程である。

その出発点となるのは、社会主義・共産主義への前進を

支持する国民多数の合意の形成であり、国会の安定した過

半数を基礎として、社会主義をめざす権力がつくられるこ

とである。そのすべての段階で、国民の合意が前提となる。

日本共産党は、社会主義への前進の方向を支持するすべ

ての党派や人びとと協力する統一戦線政策を堅持し、勤労

市民、農漁民、中小企業家にたいしては、その利益を尊重

しつつ、社会の多数の人びとの納得と支持を基礎に、社会

主義的改革の道を進むよう努力する。

日本における社会主義への道は、多くの新しい諸問題を、

日本国民の英知と創意によって解決しながら進む新たな挑

戦と開拓の過程となる。日本共産党は、そのなかで、次の

諸点にとくに注意を向け、その立場をまもりぬく。
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（1）生産手段の社会化は、その所有・管理・運営が、

情勢と条件に応じて多様な形態をとりうるものであり、日

本社会にふさわしい独自の形態の探究が重要であるが、生

産者が主役という社会主義の原則を踏みはずしてはならな

い。「国有化」や「集団化」の看板で、生産者を抑圧する

官僚専制の体制をつくりあげた旧ソ連の誤りは、絶対に再

現させてはならない。

（2）市場経済を通じて社会主義に進むことは、日本の

条件にかなった社会主義の法則的な発展方向である。社会

主義的改革の推進にあたっては、計画性と市場経済とを結

合させた弾力的で効率的な経済運営、農漁業・中小商工業

など私的な発意の尊重などの努力と探究が重要である。国

民の消費生活を統制したり画一化したりするいわゆる「統

制経済」は、社会主義・共産主義の日本の経済生活では全

面的に否定される。
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［ 18 ］

これまでの世界では、資本主義時代の高度な経済的・社

会的な達成を踏まえて、社会主義的変革に本格的に取り組

んだ経験はなかった。発達した資本主義の国での社会主義・

共産主義への前進をめざす取り組みは、21 世紀の新しい

世界史的な課題である。

発達した資本主義国での社会主義的変革は、特別の困難

性をもつとともに、豊かで壮大な可能性をもった事業であ

る。この変革は、生産手段の社会化を土台に、資本主義の

もとでつくりだされた高度な生産力、経済を社会的に規制・

管理するしくみ、国民の生活と権利を守るルール、自由と

民主主義の諸制度と国民のたたかいの歴史的経験、人間の

豊かな個性などの成果を、継承し発展させることによって、

実現される。発達した資本主義国での社会変革は、社会主

義・共産主義への大道である。日本共産党が果たすべき役

割は、世界的にもきわめて大きい。

日本共産党は、それぞれの段階で日本社会が必要とする

変革の諸課題の遂行に努力をそそぎながら、21 世紀を、

搾取も抑圧もない共同社会の建設に向かう人類史的な前進

の世紀とすることをめざして、力をつくすものである。
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